　　　　　年分　少額教育資金支出支払明細書（その　　）
　教育資金支出のうち、租税特別措置法第70条の2の2第7項に規定する、その金額が少額の支出であるものは以下のとおりです。　　　　　　　　　　　提出日　　　　　 年　　 月　　 日
　（注）受贈者さまの２３歳の誕生日以後に学校等以外に支払われるもののうち、塾や習い事等の費用は教育資金の範囲から除外されます（ただし、教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練を受講するための費用は除く）。
	支払年月日〔領収日〕
（日付順に記載）
	支払金額〔円〕

（１万円以下）
	摘要〔支払内容〕

（省略不可）
	支払区分

（いずれかに○）
	支払先氏名又は名称

（省略不可）
	支払先住所又は所在地

（支払先が学校等の場合は省略可）
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	学校等 ・ 学校等以外
	
	

	　　　 年　 月　 日
	
	
	
	
	
	
	学校等 ・ 学校等以外
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	学校等 ・ 学校等以外
	
	


	学校等への支払金額合計（①）
	円
	学校等以外への支払金額合計（②）
	円
	支払金額総合計（①＋②）
	円


上記のとおり、相違ありません。　　受贈者：　　　　　　　　　　　　　　（ご利用口座番号　　　　　　　　　　　）　　　受贈者の代理人（親権者）：　　　　　　　　　　　　　　
〔留意事項〕

○領収書等に記載された支払金額が１万円（消費税込）以下で、かつ、その年中（１月１日から１２月３１日）における合計支払金額が２４万円（消費税込）以下のものについて「領収書等」に代えて本明細書による提出ができます（添付資料等一切不要です）。なお、提出期限は「領収書等の提出期限と同様」となります。
※教育資金管理契約を締結した最初の年においては、２万円に、その年の締結日以後の月の数を掛けて計算した金額が、その年中における合計支払金額の上限となります。
※受贈者が３０歳に達したことにより教育資金管理契約が終了した年においては、２万円に、終了した日以前の月の数を掛けて計算した金額が、その年中における合計支払金額の上限となります。
※受贈者がお亡くなりになったこと、または、預金残高が０円で受贈者と解約について合意したことにより教育資金管理契約が終了した年においては、２４万円がその年中における合計支払金額の上限となります。
○合計支払金額の上限は、暦年（１月１日から１２月３１日）での合計となりますので、支払年月日が「年を跨ぐ」場合は明細書を別けて提出願います。

　　　銀行使用欄　：本明細書を受理した時は「申告額等管理票」および「少額教育資金支出支払明細書受理管理票」に記載すること。
（ＯＡ：３２４１）








